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１．１ 調査実施の目的・背景

■目的・背景

東日本大震災では、被災直後に救命・救援・救護に携わる自衛隊や緊急車両を長距離フェリーが緊急輸送を
実施。

四国に目を向けると、南海トラフの巨大地震想定のみならず、内陸での直下型地震も想定されており、瀬戸
内海側においても甚大な被害を想定。

本四連絡橋や高速道路については、十分な耐震設計がなされているものの、万が一寸断した場合には、陸上
輸送による代替手段が皆無となり、海上からのアクセスについての検討も必要不可欠。

東日本大震災では震源地が海であったが、阪神淡路大震災の内陸で直下型地震が発生した際には、陸上交通
が寸断し使用不能に陥ることも想定。（東日本大震災時の陸上からの支援は期待出来ないことも視野に）

以上の背景を踏まえ、四国と本州・九州を結ぶフェリー定期航路を中心に、災害時の活用方策を検討すると
ともに、災害時の支援物資等の輸送の担い手として、フェリー航路を活用するための支援方策も検討実施。

【問題認識（例）】

自治体とフェリー会社で締結する災害時の協定を有効に活用する方策とは？

災害時に“何を”“どの程度”実施可能なのか、判断するための材料が無い。判
断しづらい。

災害時に想定される自治体側のニーズとは何か？また、事前に計画準備出来
ることは何か？

既存の課題と解決策を明確にすることで
災害時のフェリーの活用方策を検討する
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１．２ なぜ、フェリーに着目するのか？

■四国の地理的特性

四国は周囲を海で囲まれた地理的特性から、古来より島外との旅客・貨物輸送を海上輸送に依存してきた。

しかし、昭和63年の瀬戸大橋開通後、平成10年に神戸淡路鳴門自動車道が全線開通、平成11年に西瀬戸自動
車道橋梁全ての整備が完了したことにより、旅客・貨物輸送の主体が海路から陸路へと転換を見せている。

○瀬戸内しまなみ海道
1999年（平成11年）尾道～

今治ルートの橋梁全ての
整備が完了
2006年（平成18年）高速道

路区間全線開通

○瀬戸大橋
1988年（昭和63年）児島～

坂出ルートが全線開通
○明石海峡大橋
1998年（平成10年）神戸～
鳴門ルートが全線開通
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平成15年の井川池田ＩＣ～川之江ＪＣＴの開通
により４県の県庁所在地が高速道で結ばれたも
のの、四国南東部・南西部においては、未整備
区間（ミッシングリンク）が存在。
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１．２ なぜ、フェリーに着目するのか？

■南海トラフの巨大地震想定（津波被害）

平成24年８月に内閣府が発表した地震・津波想
定では、南海トラフの巨大地震の発生により、
四国地方において甚大な被害が予測。

特に、太平洋側沿岸自治体では巨大津波の襲来
による深刻な被害が想定されているほか、瀬戸
内海側沿岸自治体においても津波による浸水や
液状化現象の発生等による被害想定有り。

巨大津波の襲来

津波の襲来・液状化現象の発生

最大34ｍの津波が到達

すると想定されている

黒潮町

土佐清水市

最短３分で巨大津波が到
達すると想定されている

室戸市

東洋町

（資料）内閣府報道発表資料（平成24年８月29日）より作成

：高速道路等供用区間

：高速道路等未整備区間

■高速道路ネットワークの整備状況

津波の浸水エリアと高速道路のミッシング
リンクが重複 → 孤立化の恐れ
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四国の南北を結ぶ一般国道は、急峻な四国山地
を経由しており、ほぼ全てのルートで事前通行
規制区間が存在している状況。

１．２ なぜ、フェリーに着目するのか？

平成24年８月に内閣府が発表した地震・津波想
定では、南海トラフの巨大地震の発生により、
四国地方において甚大な被害が予測。

特に、高知県の全域から山間部にまで震度６強
エリアが波及。

■一般国道の事前通行規制区間■南海トラフの巨大地震想定（地震被害）

（資料）南海トラフの巨大地震モデル検討会

（第二次報告） 追加資料

震度分布（６強）と一般国道事前通行規
制区間が重複 → 道路寸断の恐れ

事前通行規制区間






























































































